
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４５０１

挑戦的萌芽研究

2016～2015

原子力・放射線災害初動対応への船舶の活用（海からのアプローチ）に関する基礎研究

Fundamental study on utilization of training ships for initial response to 
nuclear and radiation disaster (approach from the sea)

４０１６９３０５研究者番号：

小田　啓二（ODA, KEIJI）

神戸大学・海事科学研究科・教授

研究期間：

１５Ｋ１４２９２

平成 年 月 日現在２９   ５   １

円     2,900,000

研究成果の概要（和文）：　原子力発電所が発災した場合の緊急時放射線モニタリングのバックアップシステム
として、船舶を活用したシステムの提案に関するフィージビリティスタディを行った。
　まず、練習船を有する商船系大学・高専及び水産系学部にこのプロジェクトへ参画して頂くべくネットワーク
作りを行った。また、深江丸関係者対象のレクチャー試行の結果、放射線研修プログラムの効果を検証できた。
次に、船舶の放射線防護対策については、プルーム中放射能と船内線量率分布の定量的な関係を評価した。これ
は本研究課題の大きな成果のひとつである。最後に、船舶への搭載という条件を考慮した放射線測定器の選定を
完了した。

研究成果の概要（英文）：   A feasibility study has been performed about a newly proposed back-up 
system by using a training ship as a front-line base on the sea for emergency radiation monitoring 
in case of nuclear accident. 
   At first, we tried to make a network among maritime universities and colleges in preparation of 
the ship and manning of the crew member. A comprehensive lecture for them was also checked about 
radiation and an effect of radiation exposure on human body. In the second subject of the radiation 
protection process, a qualitative relation was derived between the activity in a radioactive plume 
and the spatial distribution of the average absorbed dose in the ship, which is considered to be one
 of most outstanding results in this study. Finally, a selection was carried out about the type and 
performance radiation monitors and analyzer for radioactive materials under a condition of on-board 
instruments.

研究分野：放射線安全

キーワード： 原子力災害　緊急時放射線モニタリング　練習船
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１．研究開始当初の背景 
 2011年の福島原発事故においては、津波の
ためにオフサイトセンターの機能が喪失し
た。これを受け、建築物構造や設置場所の見
直し、代替施設の指定等の対応が考えられて
いるが、このような「多重性」に加えて「多
様性」、即ち、別のオプションを持つことが
重要であると考えられる。 
 災害時の船舶の活用については、平成 7年
の阪神・淡路大震災において我々が学んだ教
訓のひとつである。もともと船舶には、大量
の緊急物資の輸送や避難者の搬送という運
搬性だけでなく、海上を自由に航行する機動
性や、発電設備・水・食料・船舶電話が備え
られているので自立性（独立性）を兼ね備え
ている。これらの特徴に着目して、震災地へ
のアクセス、物資や人の運搬、避難所として
の機能、簡易医療施設としての役割等いくつ
かの研究がなされた（田伏他：神戸大学海事
科学部紀要, 2004）。東日本大震災後も、内閣
府における「災害時における多目的船に関す
る検討会（平成 23年度、平成 24年度）」や
国交省の「大規模災害時の船舶の活用等に関
する調査検討会（平成 25年度）」が開催され、
海からのアプローチの有効性が指摘されて
いる。 
 こうした震災の教訓を踏まえた上で原子
力・放射線災害への対応について検討した結
果、被害を受けなかった地域から船舶を調達
し、これに放射線測定器や防護装備等を搭載
するとともに、相当数の原子力・放射線の専
門家が乗り込むことによって、「海上の前線
基地」としての機能を持たせた緊急時対応支
援システムの構築という構想に至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究課題では、被害を受けなかった地域
から船舶を派遣し、これに放射線測定器や防
護装備等を搭載するとともに、原子力・放射
線の専門家が乗り込むことにより海上の前
線基地としての機能を持たせた「緊急時放射
線モニタリング（ERM）バックアップシステ
ム」を提案する。 
 但し、「船舶を活用した海上前線基地によ
る新たな緊急時対応システムの構築」という
最終的な制度設計の完成までは、構想から機
器調達、整備訓練など長い時間を要すると思
われるが、本研究課題では、その実現性のた
めに解決しておくべき諸課題を明確にし、そ
れらをひとつずつ検討するフィージビリテ
ィスタディと位置づける。上記システムの実
現に向けた第一段階として、文部科学省配下
の教育機関が現有する施設・設備・研究機器
と人的資源の活用を前提として、船舶の出動
に伴う管理上の問題、実習等のために設計さ
れた船舶内の制限された空間でオフサイト
センターの機能の一部を持たせるためのハ
ード面の問題、運航要員及び原子力・放射線
専門家の組織化などソフト面の問題点の洗
い出しを行うことを目的とした。 

 
３．研究の方法 
目標を達成するためには、協力船舶・運航
要員の登録とネットワークの整備、船舶職員
に対する十分な放射線教育プログラムの策
定、通信基地としての役割も考慮したブリッ
ジの設計、被ばく低減のための船内構造（遮
へい等）の設計、必要な測定機器や補修機器
等の選択とパッケージ化、放射線専門家・技
術者の組織化、など多くの課題の検討が必要
である。そこで、これらを以下の 3つのテー
マに分類し、研究を進めた。 
  (1)船舶を活用した新システムの設計 
  (2)船舶への海上前線基地機能の移植 
  (3)海上移動型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑの開発 
 以下に各テーマの研究成果の概要をまと
める。 
 
(1)船舶を活用した新システムの設計 
 本テーマでは原子力災害時に船舶を海上
前線基地として緊急時放射線モニタリング
を行う制度の全体設計を扱った。 
 我が国の原子力発電所サイトの近くには
練習船を有する商船系大学・高専及び水産系
学部が多く存在する。事前にこれら大学・高
専の理解が得られるならば、発災したサイト
に最も早く到着できる練習船が急行すると
いうネットワークが整備できる可能性があ
る。まず、海事商船系大学高専懇談会で紹介
し、東京海洋大学、高知大学、鹿児島大学、
長崎大学及び北海道大学を順次訪問し、本プ
ロジェクトの趣旨を説明するとともに、保有
する練習船の運航状況、及び、緊急時の対応
に関する情報を収集した。 
 船舶がチャーターできたとしても、それを
動かす要員がいなければ運航できない。放射
線被ばくに対して不安を感じる船舶運航要
員（臨時職員含む）を対象とした放射線教
育・研修プログラムの策定が重要である。そ
こで、神戸大学研究基盤センターアイソトー
プ部門と大島商船高等専門学校の協力を得
ながら、レクチャー内容を検討するとともに、
大島商船高専生、神戸大学学生や船舶関係者
に対して放射線教育と研修を試行した。受講
中の受講者の反応及び実施後のアンケート
結果から、より効果的な研修プログラムとす
るためには、基礎知識に関する事前学習を組
み込むこと、及び、身のまわりの放射性物質
からの放射線測定実習をより多く取り込ん
だ内容とすること、等の改善点を確認した。 
 さらに、法的支援の観点から、既存の原子
力防災体制へ組込むことの可能性の検討を
追加した。福島原発事故後に改訂された「原
子力災害対策指針」の確認及び現時点での原
子力防災体制の調査を行い、それらの問題点
や改良点がないか検討するとともに、船舶を
活用した「海上の前線基地」という観点を導
入した場合の有効性と問題点を整理した。ま
た、国の行政機関や原発立地県の担当者と原
子力災害時の船舶を用いた避難のあり方に



ついて意見交換を実施し、さらにすべての原
発立地県の防災計画を調べた。船舶の活用に
ついては、自治体の一部では、住民避難のひ
とつの手段として考えられており、さらに海
上保安庁の船舶で海上放射線モニタリング
を実施する計画を有していることを確認し
た。 
 
(2)船舶への海上前線基地機能の移植 
 テーマ２では事前登録された教育機関附
属練習船を「海上前線基地」として転用する
ために不可欠な改造、補強、及び、整備項目
の各々について検討することを目的とした。 
 現時点での計画では、あらかじめ線量率レ
ベルを設定しておき、それを超えた場合には、
それ以上原子力発電所に近づかないことに
している。しかしながら、通常の教育機関附
属練習船には放射線モニターは設置されて
いないので、適切な船外モニターを設置し線
量率を監視することと、船内に避難スペース
を確保することについて検討した。 
 乗船者の被ばく管理という観点から、上空
に放射線核種がプルーム状に浮遊している
と仮定して、その形状 (幅・厚さ) と高さを
変えて、船舶内の線量率分布を計算した。計
算にはモンテカルロシミュレーションコー
ド EGS5 を用い、神戸大学所有の練習船「深
江丸」を図 1に示すように簡略化した後、各
層における平均吸収線量率を計算した。船舶
船橋の上部に船外放射線モニターを設置す
ると仮定し、船舶の内部を 8分割（上下 4層
×左右）した空間と船橋の上部の計 9か所に
ついて、船外の放射性核種を含むプルーム中
の単位放射能当たりの平均吸収線量率を計
算した。それぞれの空間を仕切る鉄の厚みは
0.9 cm とし、床面には 5.7 cm のコンクリー
トを加えた。 

 
 想定する放射線として、I-131 や Cs-134、
Cs-137 といった代表的な核種のγ線を対象
とした。図２に計算結果の一例を示す。これ
は船舶上空 15 m に厚さ 5 m の Cs-137 の線源
がプルーム状で存在すると仮定し、線源の高
さを変化させた時の各層での平均吸収線量
率を示したグラフである。0 層目は船橋の上
部に対応している。プルームの高さが高くな

るにつれて、平均吸収線量率が低くなってい
ること、また、0 層目から 4 層目にかけて平
均吸収線量率が低くなっていることがわか
る。さらに、0 層目と 1 層目の平均吸収線量
率の比はおおよそ 0.3 となり、4層目は船体・
水による遮断効果が大きいため、極めて低い
値となった。このことから深江丸では緊急時
の避難場所として4層目が適していることが
明らかとなった。その他、必要な整備として、
船内で被ばく管理を行うための放射線測定
器（サーベイメータ、個人線量計）の選定と
通信機器の動作確認と電源も含めた機器設
計を終了した。              

 
(3)海上移動型モニタリングシステムの開発 
 海上前線基地として船舶を活用する場合、
線量率によっては船舶が原子力発電所に近
づけない場合も考えられる。そこでテーマ３
では近接可能な位置でのモニタリングに加
えて、無線操縦の無人飛行体に搭載した測定
器によるモニタリング、さらにその飛行継続
時間・距離によっては、母船からの無人小型
ボートを経由した方式も併せて検討した。 
 まず、無人飛行体は無人飛行機、無人ヘリ、
及び、マルチコプターを候補として検討した。
各無人機のメリットとデメリットを表１に
まとめる。 

 
 別途開発動向を調査してきた走行型放射
線サーベイシステムの技術を応用し、小型・
軽量だけでなく、通信方法や他の計測機器へ
の接続可能性など幅広く検討した。船舶での
利用を考えると無人飛行機や無人ヘリは離
着陸スペースを確保することが困難である。
さらに、放射線測定器を搭載しリアルタイム
でデータ通信が可能という条件からマルチ
コプター（ドローン）が最も有力であると判

図１．深江丸を模擬したモンテカルロ計算体系 

図２．平均吸収線量率分布の計算結果の一例 

表１．無人飛行体候補の比較 



断した。しかしながら、ペイロードが小さい、
風に影響されやすい、飛行可能時間が短い、
等の検討課題が残された。図３は無人飛行体
に搭載する小型線量計の最有力候補である
TC300L(a)と、Cs-137 及び Co-60 の標準線源
を測定した結果(b)である。TC-300L は線量率
測定とスペクトル測定ができ、無人飛行体に
搭載するための大きさや測定感度も問題な
いと判断した。また、線量計とパソコンを
Wi-Fi でつなぎ、離れた場所でリアルタイム
の線量率データを取得できることを確認し
た。一方で、この方式ではスペクトルデータ
をリアルタイムに取得することが困難であ
ることを確認した。 
 

 災害の規模により船舶が原子力発電所に
近づけないことも想定される。そこで、母船
から直接無人飛行体を飛ばすことができな
い場合に備えて、無人小型ボートを経由して
無人飛行体を飛行させる方法も併せて検討
した。国内外で市販されている無線操縦可能
な全天候型ボートについて調査した結果、転
覆時の対応、何らかの自律航行の可能性、取
扱容易性、投入・揚収簡便性などの条件も付
加すべきであるとの結論に至った。 
 
 
４．研究成果 
 テーマ１においては、練習船を有する商船
系大学・高専及び水産系学部にこのプロジェ
クトへ参画して頂くべくネットワーク作り
を行った。特に水産系大学・学部所有の船舶
は、出動時間が長いという問題もあり、これ
らを考慮した船舶、船員、測定機器などの登
録制度の完成が課題として残された。また、
放射線研修プログラムについては、大島丸及
び深江丸関係者対象のレクチャー試行の結
果、ほぼその効果を検証できたと考えられる。 
 テーマ２における船舶の放射線防護対策
については、プルーム中放射能と船内線量率
分布の定量的な関係を評価できたことは、本
研究課題の大きな成果のひとつであると考

えている。今後は、より精度を上げた計算を
継続するとともに、体内被ばく対策を含めた
安全管理対策をまとめる必要がある。また、
船舶関係者の協力を得て、提案する安全対策
が実際の運航作業へ及ぼす影響についても
併せて行うべきであろう。 
 テーマ３においては、船舶への搭載という
条件を考慮した放射線測定器の選定は終了
した。本研究課題後の第二段階の設計では、
それらのパッケージ化、マルチコプターの問
題点の改良、及び放射線測定器を搭載した無
人飛行体の測定システムの構築が主テーマ
になるであろう。 
 以上のように、当初予定していた第一段階
としてのフィージビリティスタディは、ほぼ
完了したと言えよう。別予算で実施される次
の段階では、上述のように明らかになった検
討課題に加えて、総合システムチェックとし
て、実際に放射線測定システムや防護装備等
を搭載した練習船に各チーム及び放射線専
門家が乗船し、原子力発電所周辺まで航行す
るという実験を行う必要がある。 
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